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障害者手帳は、障害の種類や程度に応じて障害者に交付される
手帳の総称です。  
申請手続は、お住まいの市町村障害福祉担当窓口で行うことと

なります。  

＜障害者手帳の種類＞  
◇愛護手帳（全国的には「療育手帳」といいいます）  

２つの程度があり、知能測定値、基本的生活習慣、問題行動を総合的に判断し、
重度「Ａ」と重度以外（中軽度）「Ｂ」に分けられます。  

  判定は、児童相談所又は青森県障害者相談センター等で行います。  

◇身体障害者手帳  

  身体障害者福祉法に基づき、身体に障害のある方に交付されるもので、身体障害
者障害程度等級表（身体障害者福祉法施行規則別表第 5 号）により 1 級から 7 級ま
での区分が設けられています。  
視覚、聴覚・平衡機能、音声機能・言語機能・そしゃく機能、肢体、心臓機能、

じん臓機能、呼吸器機能、ぼうこう・直腸機能、小腸機能、ヒト免疫不全ウイルス
による免疫機能、肝臓機能に永続する障害がある方が対象となります。  

◇精神障害者保健福祉手帳  

精神疾患を有する方のうち、精神障害のため長期にわたり日常生活又は社会生活
への制約がある方を対象としています。  
等級は、精神疾患の状態と能力障害の状態の両面から総合的に判定され、単独で

の日常生活が困難な状態等の「１級」、日常生活に著しい制限を受ける状態等の「２
級」、日常生活、社会生活に制限を受ける状態等の「３級」に分けられます。  

手帳の有効期間は２年間で、２年ごとに更新の手続きが必要です。  

 

障害者手帳を交付されることにより、様々な福祉サービスを利用することができま
す。  

＜利用できる主なサービス＞  
・重度心身障害者医療費の助成  
・各種税の減免及び控除  
・公共料金の割引等  
・県営住宅の優先入居  
・補装具の交付、修理等  

 

※  受けられるサービスは障害の種別や等級、各地方自治体により異なるため、各
市町村障害福祉担当課に確認する必要があります。  

 

障害者手帳 



60

 

 

 

障害者手帳は、障害の種類や程度に応じて障害者に交付される
手帳の総称です。  
申請手続は、お住まいの市町村障害福祉担当窓口で行うことと

なります。  

＜障害者手帳の種類＞  
◇愛護手帳（全国的には「療育手帳」といいいます）  

２つの程度があり、知能測定値、基本的生活習慣、問題行動を総合的に判断し、
重度「Ａ」と重度以外（中軽度）「Ｂ」に分けられます。  

  判定は、児童相談所又は青森県障害者相談センター等で行います。  

◇身体障害者手帳  

  身体障害者福祉法に基づき、身体に障害のある方に交付されるもので、身体障害
者障害程度等級表（身体障害者福祉法施行規則別表第 5 号）により 1 級から 7 級ま
での区分が設けられています。  
視覚、聴覚・平衡機能、音声機能・言語機能・そしゃく機能、肢体、心臓機能、

じん臓機能、呼吸器機能、ぼうこう・直腸機能、小腸機能、ヒト免疫不全ウイルス
による免疫機能、肝臓機能に永続する障害がある方が対象となります。  

◇精神障害者保健福祉手帳  

精神疾患を有する方のうち、精神障害のため長期にわたり日常生活又は社会生活
への制約がある方を対象としています。  
等級は、精神疾患の状態と能力障害の状態の両面から総合的に判定され、単独で

の日常生活が困難な状態等の「１級」、日常生活に著しい制限を受ける状態等の「２
級」、日常生活、社会生活に制限を受ける状態等の「３級」に分けられます。  

手帳の有効期間は２年間で、２年ごとに更新の手続きが必要です。  

 

障害者手帳を交付されることにより、様々な福祉サービスを利用することができま
す。  

＜利用できる主なサービス＞  
・重度心身障害者医療費の助成  
・各種税の減免及び控除  
・公共料金の割引等  
・県営住宅の優先入居  
・補装具の交付、修理等  

 

※  受けられるサービスは障害の種別や等級、各地方自治体により異なるため、各
市町村障害福祉担当課に確認する必要があります。  

 

障害者手帳 
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障害者への福祉サービスは、地域社会における共生の実現に向けての理念のもと、
「障害者総合支援法」に規定されており、この法によって障害者の日常生活及び社会
生活の総合的な支援を図っています。  
また、障害児を対象としたサービスは「児童福祉法＊」に基づいて、以下のサービ

スが受けられます。  
※児童福祉法では、「児童」の定義を満１８歳に満たない者と規定しています。  

障害児入所支援を利用する場合は児童相談所に、その他の福祉サービスは、市町村
の担当窓口（障害福祉課など）に申し込みます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者総合支援法に基づくサービスの中で児童が使える福祉サービスは、以下の内
容です（その他のサービスについては、６３ページ参照）。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

障害福祉サービス（児童編） 



62

 

 

 

障害者への福祉サービスは、地域社会における共生の実現に向けての理念のもと、
「障害者総合支援法」に規定されており、この法によって障害者の日常生活及び社会
生活の総合的な支援を図っています。  
また、障害児を対象としたサービスは「児童福祉法＊」に基づいて、以下のサービ

スが受けられます。  
※児童福祉法では、「児童」の定義を満１８歳に満たない者と規定しています。  

障害児入所支援を利用する場合は児童相談所に、その他の福祉サービスは、市町村
の担当窓口（障害福祉課など）に申し込みます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者総合支援法に基づくサービスの中で児童が使える福祉サービスは、以下の内
容です（その他のサービスについては、６３ページ参照）。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

障害福祉サービス（児童編）     相談にのってみよう  

 

放課後等デイサービスとは、障害児通所支援であり、授業終了後又は学校の休
業日に、児童発達支援センター等において、生活能力の向上のために必要な訓練、
社会との交流の促進、その他の支援を行うサービスのことです。  
利用は、小学校１年生から高校３年生（６歳から１８歳、特例で２０歳）まで

の発達に課題のある児童生徒が利用できます。放課後の居場所として、また、レ
スパイトケア（家庭支援サービス）としての役割を担っています。  
具体的には、「自立した日常生活を営むために必要な訓練」「創作的活動・作業

活動」「地域交流の機会の提供」「余暇の提供」等を行っています。  
担当する児童生徒が、利用している場合は、支援内容等の共有をするなどの連

携が大切です。  

 

 

・障害福祉サービス等情報検索（独立行政法人福祉医療機構）  
https://www.wam.go.jp /sfkohyoout /COP000100E0000.do 

 

・障害福祉サービスの利用について  
（平成３０年１０月  社会福祉法人全国社会福祉協議会）  

 
 

 

 

 

参考資料 

ケース１４ 放課後等デイサービスとはどんな場所ですか。 
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障害福祉サービスは、障害の種類や程度、介護者、居住の状況、サービスの利用に
関する意向等及びサービス等利用計画案を踏まえ、個々に支給決定が行われる「障害
福祉サービス」、「地域相談支援」と、市町村等の創意工夫により、利用者の方々の状
況に応じて柔軟にサービスを行う「地域生活支援事業」があります。  

サービスは、介護の支援を受ける場合には「介護給付」、訓練等の支援を受ける場合
は「訓練等給付」に位置付けられます。  

＜介護給付＞  
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

※（児・者）とあるものは、障害児も利用可能  

 

＜訓練等給付＞  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜相談支援＞  
 ・計画相談支援（障害福祉サービス等の申請に係る利用計画の作成）、地域移行支

援（地域移行支援計画の作成、関係機関の調整）、地域定着支援等  
＜地域生活支援事業＞  
 ・日常生活用具給付、意思疎通支援（手話通訳や点訳等を行う人の派遣）、移動支

援、成年後見制度利用支援等があります。  
 ・それぞれの市町村で行っているため、事業内容の詳細は異なります。  

障害福祉サービス（成人編） 
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障害福祉サービスは、障害の種類や程度、介護者、居住の状況、サービスの利用に
関する意向等及びサービス等利用計画案を踏まえ、個々に支給決定が行われる「障害
福祉サービス」、「地域相談支援」と、市町村等の創意工夫により、利用者の方々の状
況に応じて柔軟にサービスを行う「地域生活支援事業」があります。  

サービスは、介護の支援を受ける場合には「介護給付」、訓練等の支援を受ける場合
は「訓練等給付」に位置付けられます。  

＜介護給付＞  
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

※（児・者）とあるものは、障害児も利用可能  

 

＜訓練等給付＞  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜相談支援＞  
 ・計画相談支援（障害福祉サービス等の申請に係る利用計画の作成）、地域移行支

援（地域移行支援計画の作成、関係機関の調整）、地域定着支援等  
＜地域生活支援事業＞  
 ・日常生活用具給付、意思疎通支援（手話通訳や点訳等を行う人の派遣）、移動支

援、成年後見制度利用支援等があります。  
 ・それぞれの市町村で行っているため、事業内容の詳細は異なります。  

障害福祉サービス（成人編）     相談にのってみよう  

 

＜主な手続きの流れ＞  
（１）市町村の窓口に申請し障害支援区分＊１の認定を受ける。  
（２）利用者は「サービス等利用計画案」を「指定特定相談支援事業者＊２」で

作成し、市町村に提出する。  
（３）市町村は、提出された計画案や勘案すべき事項を踏まえ、支給決定する。 
（４）「指定特定相談支援事業者」は、支給決定された後にサービス担当者会議

を開催する。  
（５）サービス事業者等との連絡調整を行い、実際に利用する「サービス等利用

計画」を作成する。  
（６）サービス利用が開始される。  
 
＊１：障害支援区分とは  
 障害支援区分とは、障害の多様な特性や心身の状態に応じて必要とされる標準的
な支援の度合いを表す 6 段階の区分です。必要とされる支援の度合いに応じて適切
なサービスが利用できるように導入されています。  
＊２：指定特定相談支援事業者  
適切な障害福祉サービス等を利用するため、「サービス等利用計画」の作成や定期

的なモニタリング等を実施する事業所です。事業所によって、障害児を対象として
いなかったり、障害の種類を特定していたりする場合もあります。  

 

 

 

 

・障害福祉サービス等情報検索（独立行政法人福祉医療機構）  
https://www.wam.go.jp /sfkohyoout /COP000100E0000.do 

 

・わかりやすい障害者総合支援法パンフレット  
（社会福祉法人  大坂手をつなぐ育成会作成  厚生労働省）  

 
 

 

参考資料 

ケース１５ 福祉サービスを利用するための手続きを教えてください。 
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手当に関するサービスとして、保護者等の申請に基づき、障害年金、特別児童扶養
手当、障害児福祉手当があります。  

 障害児福祉手当  特別児童扶養手当  

目
的  

重度障害児に対して、その障害の
ため必要となる精神的、物質的な特
別の負担の軽減の一助として手当
を支給することにより、特別障害児
の福祉の向上を図ることを目的と
しています。  

精神又は身体に障害を有する児
童について手当を支給することに
より、これらの児童の福祉の増進を
図ることを目的にしています。  

支
給
要
件  

精神又は身体に重度の障害を有
するため、日常生活において常時の
介護を必要とする状態にある在宅
の２０歳未満の者に支給されます。 

２０歳未満で精神又は身体に障
害を有する児童を家庭で監護、養育
している父母等に支給されます。  

そ
の
他  

 原則、年４回支給されます。  
前年の所得一定の額以上の場合、

支給額に制限があります。  

原則、年３回支給されます。  
等級によって支給額が違います。 
前年の所得一定の額以上の場合、

支給額に制限があります。  
 

 

＜障害年金＞  
病気やケガによって生活や仕事などが制限されるようになった場合に、現役世代の

方も含めて受け取ることができる年金です。障害年金には２種類あります。病気やケ
ガで初めて医師の診療を受けたときに国民年金に加入していた場合は「障害基礎年
金」、厚生年金に加入していた場合は「障害厚生年金」が支給されます。  

障害基礎年金  障害厚生年金  
２０歳前または国民年金の被保険者期間中ま

たは被保険者でなくなった後でも、６０歳以上
６５歳未満で日本国内に住んでいる間に、障害
の原因となった病気やけがの初診日がある方が
対象になります。  
障害の状態が障害等級表（１～3 級）のいず

れかに該当している必要があります。  
※障害等級は、障害者手帳の等級とは異なります。  

厚生年金保険の被保険者
加入期間中に、障害の原因と
なった病気やけがの初診日
がある方が対象になります。 

障害の状態が障害等級表
（１～3 級）のいずれかに該
当している必要があります。 

 どちらの年金も、初診日の前日において保険料の納付要件を満たしていることが必
要です。（ただし、２０歳前に初診日がある場合は、保険料の納付要件はありません。） 

 手続きは、市町村窓口になります。また、手続きから診査結果のお知らせが届くま
で３ヶ月程度かかります。  

＜その他のサービス＞  
◆特別障害者手当生活保護の障害者加算  

 ◆重度心身障害医療費の助成  
◆手帳の所有者を対象にした減免のサービス  等  
※各自治体により対象者、サービス内容が異なる場合があります。  

手当等に関するサービス 
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手当に関するサービスとして、保護者等の申請に基づき、障害年金、特別児童扶養
手当、障害児福祉手当があります。  

 障害児福祉手当  特別児童扶養手当  

目
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重度障害児に対して、その障害の
ため必要となる精神的、物質的な特
別の負担の軽減の一助として手当
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の福祉の向上を図ることを目的と
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童について手当を支給することに
より、これらの児童の福祉の増進を
図ることを目的にしています。  

支
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要
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精神又は身体に重度の障害を有
するため、日常生活において常時の
介護を必要とする状態にある在宅
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２０歳未満で精神又は身体に障
害を有する児童を家庭で監護、養育
している父母等に支給されます。  

そ
の
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 原則、年４回支給されます。  
前年の所得一定の額以上の場合、

支給額に制限があります。  

原則、年３回支給されます。  
等級によって支給額が違います。 
前年の所得一定の額以上の場合、

支給額に制限があります。  
 

 

＜障害年金＞  
病気やケガによって生活や仕事などが制限されるようになった場合に、現役世代の

方も含めて受け取ることができる年金です。障害年金には２種類あります。病気やケ
ガで初めて医師の診療を受けたときに国民年金に加入していた場合は「障害基礎年
金」、厚生年金に加入していた場合は「障害厚生年金」が支給されます。  

障害基礎年金  障害厚生年金  
２０歳前または国民年金の被保険者期間中ま

たは被保険者でなくなった後でも、６０歳以上
６５歳未満で日本国内に住んでいる間に、障害
の原因となった病気やけがの初診日がある方が
対象になります。  
障害の状態が障害等級表（１～3 級）のいず

れかに該当している必要があります。  
※障害等級は、障害者手帳の等級とは異なります。  

厚生年金保険の被保険者
加入期間中に、障害の原因と
なった病気やけがの初診日
がある方が対象になります。 

障害の状態が障害等級表
（１～3 級）のいずれかに該
当している必要があります。 

 どちらの年金も、初診日の前日において保険料の納付要件を満たしていることが必
要です。（ただし、２０歳前に初診日がある場合は、保険料の納付要件はありません。） 

 手続きは、市町村窓口になります。また、手続きから診査結果のお知らせが届くま
で３ヶ月程度かかります。  

＜その他のサービス＞  
◆特別障害者手当生活保護の障害者加算  

 ◆重度心身障害医療費の助成  
◆手帳の所有者を対象にした減免のサービス  等  
※各自治体により対象者、サービス内容が異なる場合があります。  

手当等に関するサービス     相談にのってみよう  

 

＜主な手続きの流れ＞  
（１）初診日を確認し、年金事務所や市役所（町村役場）に相談する。  
   ・保険料の納付要件や手続きに必要な書類を確認する。  
（２）「年金請求書」を提出する。  
   ・障害の状態の認定や障害年金の決定に関する事務が行われる。  
（３）「年金証書」、「年金決定通知書」等が日本年金機構から自宅に届く。  
   ・年金請求書の提出から、3 か月程度で届く。  
   ・障害年金が受け取れない場合は、「不支給決定通知書」が送付される。  
（４）年金証書が自宅に届いてから、約１～２か月後に、年金の振り込みが始

まる。  
   ・年金請求時に指定した口座に偶数月に振り込まれる。  
※年金請求書の提出から、年金の受給まで３～４か月かかるため、早めの手続
きが大切です。  

 

 

 

・日本年金機構  
 https://www.nenkin.go.jp /index.html 

 

・障害基礎年金お手続きガイド（厚生労働省）  
 

・障害年金ガイド（日本年金機構）  
 

・主な各市町村ホームページは６０ページ参照。   

 

参考資料 

ケース１６ 障害者年金の手続きを教えてください。 


